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都市計画税（市町村税） 

　都市計画事業または土地区画整理事業に要する費用にあてるため、都市計画区域のうち原則として市街化区
域内に所在する土地・家屋にかかります。

◆納 め る 人
　原則として、市街化区域内に土地や家屋を所有している人に課税されます。
　本県では、徳島市において課税されています。

◆納 め る 額
　都市計画税の税率は0.3％を限度として、市町村の条例で定められます。

固定資産の価格
（課税標準）

0.275─100
（税率）

税　額× ＝

（徳島市）

（注）課税標準は、土地又は家屋の価格で、固定資産税の課税標準と同水準となります。

◆免　税　点
　固定資産税について免税点未満のものについては、課税されません。

◆課税標準の特例
　住宅用地については、次の特例があります。

一般住宅用地 価格の３分の２

小規模住宅用地 価格の３分の１

　また、令和６年度から令和８年度までの各年度の土地に対する都市計画税の額については、固定資産税に準
じた特例措置があります。

◆申告と納税
　１月１日現在の所有者に課税され、市町村から送付される納税通知書により、固定資産税とあわせて納めま
す。
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国民健康保険税（市町村税） 
　国民健康保険に要する費用にあてるため、国民健康保険の被保険者である世帯主にかかります。
　国民健康保険の負担は医療保険の保険料の性格を持ちますが、「保険料」又は「保険税」のどちらの形式を
採るか市町村が選択できることとされています。

◆納める人
　原則として、国民健康保険の被保険者である世帯主
◆課　税　額
　基礎課税額と後期高齢者支援金等課税額と介護納付金課税額の合算額
◆納める額の計算
　まず、都道府県において、市町村ごとの国民健康保険事業費納付金額及び標準的な税率が示されます。市町
村は、都道府県において定められた標準税率等を参考に自団体の税率等を決定します。
◎基礎課税総額は、原則として次の⑴及び⑵の合算額です。
⑴　その年度の初日における一般被保険者に係る国民健康保険法の規定による療養の給付並びに入院時食
事療養費、入院時生活療養費、保険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費、高
額療養費及び高額介護合算療養費の支給に要する費用の総額の見込額から、当該療養の給付についての
一部負担金の総額の見込額を控除した額の100分の65に相当する額

⑵　その年度分の前期高齢者納付金等の納付に要する費用の額から当該費用に係る国の負担金の見込額を
控除した額

◎標準的な基礎課税総額の構成

（注）標準的な構成は上表のとおりですが、市町村の実情に応じて組み合わせや割合は異なります。
次に、各納税義務者ごとの基礎課税額を計算します。
⑴　所得割額
　原則として、次の算式により計算されます。

１　所得割総額　　　　（40％）
２　資産割総額　　　　（10％）
３　被保険者均等割総額（35％）
４　世帯別平等割総額　（15％）

応能割（50％）１＋２

応益割（50％）３＋４

基礎課税総額
上記⑴＋⑵の額

（注）あん分率（税率）＝
一般被保険者に係る資産割総額

一般被保険者に係る固定資産税額（又は固定資産税額のうち
土地及び家屋に係る部分）の総額

×　あん分率（税率）

⑵　資産割額

世帯に属する被保険者の固定資産税額（又
は固定資産税額のうち土地及び家屋の税額）

世帯に属する被保険者の市町村民税の総所得金額、
山林所得金額、上場株式等に係る配当所得の金額、
土地の譲渡等に係る事業所得等の金額、長期・短
期譲渡所得の金額、株式等に係る譲渡所得等の金
額、先物取引に係る雑所得等の金額の合計額

（注）１．あん分率（税率）＝
一般被保険者に係る所得割総額

一般被保険者に係る課税総所得金額等の合計額

基　礎
控除額

ー
雑損失の
繰越控除
の金額　

＋{ {

×あん分率（税率）

２．非自発的失業者については、給与所得を30/100として、所得割額を算定します。
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